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論　　文　　の　　要　　旨

　本論文は，現代資本主義における社会保障制度の歴史的意義と日本の社会保障制度の歴史的変遷過程の追究を

前提にして，80年代の日本における社会保障制度改革の実態とその歴史的意義の解明を試みたものである。本論

文の構成は次のとおりである。序章，第一章，杜会保障制度改革への転換，第二章，社会保障制度改革の展開，

第三章，社会保障制度改革の歴史的位置，終章，社会保障制度再構築への動き。

　序章。従来の社会保障制度に関する代表的諸説を批判・検討した上で，社会保障制度を，第一次大戦後に国家

が承認した国民の生存権にもとづいて国民の最低限生活を国家が保障し，もって資本主義体制の安定を図る制度

で，救貧制度と防貧制度の統合体系であると定義し，かつ第二次大戦後の現代資本主義は社会保障制度を中軸と

する福祉国家資本主義であると規定している。

　日本の社会保障制度は，46年の「生活保護法（旧）」，r50年生活保護法」の制定を手始めにして58，59年の「国

民健康保険改正法」「国民年金法」の成立をもってその基本的体系が確立した。その後，日本経済の高度成長を

背景にして給付水準の引上げ，対象範囲の拡大，71年の児童手当制度の創設など国庫負担主導型により同制度の

いちじるしい拡充が実現されている。

　第一章。73年の石油危機勃発を契機にする高度成長終焉に伴う国家税収増加の伸び悩みを背景にして，いわゆ

る福祉見直し論が登場した。75年の「地方制度調査会答申案」，「生涯設計（ライフサイクル）計画」，77年の厚

生省による「拡充から効率化への社会保障制度の見直し」論などがそれであり，大蔵省も76年度予算から社会保

障経費を縮小した予算原案を毎年編成している。また，同見直し論にたいする財界と労組の態度が分析されてい

る。

　第二章。実際には81年の第二次臨時行政調査会の発足を契機にして社会保障制度改革が実施にうつされた。老

人医療無料化の廃止（本人のユ割自己負担制），年金保険では，国共統合・基礎年金の創設。給付水準の引下げ，

生活保護では，格差縮小方式から水準均衡方式への保護基準変更・級地制度改正・国庫負担率の引下げ（従前の

8害ヨから7．5割へ）・不正受給防止を名目にした監査強化，児童手当では，所得制限の強化（6人家族で年収497

万円未満が39ユ万円未満へ引下げ），支給期聞の縮小て義務教育終了時までを義務教育就学前までに変更）などの

諸措置が断行されている。要するにそれら80年代の改革は，国庫負担の軽減ないし削減，負担の多方面への転嫁，

給付水準の引下げを内容とするものであった。

　第三章。80年代の社会保障制度改革は，一部の論者たちが主張するような福祉国家の否定，救貧法時代への逆
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戻り志向ではない。むしろ全く反対であり，それは，高度経済成長期に作りだされた「無駄」や「過剰」を排除

し，同制度の財政破綻を防ぎながら「国家のオーバーコミットメント」を是正して社会保障制度ないし福祉国

家体制を維持するための改革にほかならなかった。そもそも社会保障制度は現代資本主義体制の本質的要素であ

り，その解体はありえない。同「スリム」化は国民の生存権保障の大枠を認め，保持した上での現代国家による

多元的利害調整の一働面にすぎなかった。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　一

　終章。90年代にはふたたび社会保障経費が増勢に転じている。新たに高齢者対策として看護・介護保障のため

の制度整備が行われ，かつ少産化対策として児童手当制度の再拡充が図られているためである。また90年代には，

旧社会主義諸国からの難民流入など外国人労働者問題の激化や社会保障制度の国籍問題等が発生し，世界的規模

での社会保障政策の再構築が求められている。

審　　査　　の　　要　　旨

　①現代資本主義の福祉国家体制の一環として，労働権。労働基本権保障と並んで生存権保障二杜会保障制度が

明確に位置付けられていること，②戦後日本の社会保障制度の歴史全体がサーベイされていること，③70，80，

90年代の日本の社会保障制度・政策の実態が綿密かつ明快に解説。解明されていること，その上で④通説と異り，

70年代後半からではなく、80年代において社会保障制度改革が断行されていることおよび同改革の本質は，福祉

国家の解体，社会保障制度の切り捨てにあるのではなくて，むしろ低経済成長時代に適合した社会保障制度の再

構築にあること呈⑤90年代における日本の杜会保障制度の新動向が見通されていること。以上は注目すべき新見

解であり，理論的。実証的に説得力があり，学問的に十分に評価されうる斬新な知見である。現代日本社会保障

論および現代資本主義論研究にたいする本論文の貢献はきわめて大きい。

　しかし本論文では，労働権。労働基本権保障と生存権保障との有機的関連について十分に解明されているとは

いえないし，また社会保障制度と大衆民主主義的政治制度との関連についてもたんに問題指摘のみにとどまって

いる。現代資本主義を福杜国家資本主義と規定する点についても，古典的帝国主義期の杜会政策との区別があい

まいであり亨十分に説得性があるとはいいがたい。さらに80年代におけるイギリス。サッチャリズム，アメリカ。

レーガノミックスの社会保障政策との国際比較も欲しいところである。もちろんこれらは，本論文の基本的価値

を損うものではない。

　よって，著者は博士（経済学）の学位を受けるに十分な資格を有するものと認める。
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